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は直ちに内服を 1日量 0.75gから開始し，最大効果を
得るまで増量する。最初に静注で得た効果に，内服の効
果が追いつくまで， 25mg静注を週に 1"， 2回付加する
この方法は，最初から患者に希望を与えて心理的効果も
大きい。なお静注は 25"，50mgの l-dopa生理的食塩
水溶液を 20%のぶどう糖液 40ccを加えて徐々に 5"':'" 
10分かけて行なう。
(追加)l-DOPAの脊髄作用
村山 智(薬理) 
L・DOPAの薬理作用を検索するにさいして注意すべ
きことのひとつは，いかなる溶媒を用いたかを明確に
し，また常に新鮮な溶液を使用することである。おそら
くこの点にかかわる問題ではないかとみられるのが，脊
髄反射活動電位に対する作用であり，最近 Bakerand 
Anderson (1970)が単シナプス反射の増強を述べたが，
現在までの私の実験成績では 12.5および 25mgfkg(i.v) 
適用いずれの群においても，単シナプス反射は軽く抑制
され，多シナプス反射および後根反射電位は著るしく抑
制される。 L-DOPAの固縮緩解作用に比し，その振せ
ん抑制効果は弱い。パーキンソニスムの治療薬が従来多
くはコリン作動系にかかわるものであったのをかえりみ
ると，アドレナリン作動系の薬物である L-DOPAの登
場は注目される。
(文献: Baker，R. G. and Anderson，E. G.: J. 
Pharmac. exp. Ther.，173，212"，223，1970) 
(追加)
渡部士郎(一生)
生理学の立場からアキネーゼ、を見た場合，興味は，むし
ろ「欠落症状Jとしての随意運動障害ノTタンにあるわけ
である。随意運動の発現に関しては， 44年4月，本学で
行なわれたグラニット教授の講演iSENSORIMOTOR 
CORTEXJ (解説記事: 本誌 45.381-382，1969)でも
述べられたように，大細胞系と小細胞系のふたつの細胞
コロニーの活動分担が問題点として提起されて来てい
る。このことについて，最近カリフォルニア大学脳研究
1.Neurophysioら(J.Groverand Buchwald所の 
33. 160-171パ970)が，視床，尾状核その他について， 
(1)細胞外導出による活動電位の大きさの分散， (2)各導
出部位の Kluver標本における cellsizeの分散が，コ
ンピュータ処理により，いずれの部位においても両者が
一致することから， action potential sizeから cellsize 
が比較推定できる可能性を発表しており，今後の研究の
方法として有力であると思う。 
5. 生活環境下における毒物の影響
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物質文明の急速な進展につれて，人間の環境要素・要
因が変わってきた。疾病の発生ないし進展についての原
因としても，この著るしい変化が重要な要素となってき
た。実生活における環境要素の影響は，その環境中にお
ける存在形引，および人体への侵入経路によって区々で
あるが，特に著しいのは空気中および飲料水中に存在す
る障害物質が，呼吸器系および消化器から侵入する場合
である。職業病として，また一般に公害病として現われ
てくる。
第 1席の平野英男氏は各種の有害物質についての産業
場における中毒について，環境条件，症状および予防・
治療について述べ，会員各位に多大の感銘を与えた。会
員の多数から，疾病診断に関する質問があり，職業病に
ついての特殊診断法についての技術的開発，および検査
機関の拡充の必要性が強く要望された。
なお，会員で職場現業に活躍しておられる方々から，
大企業における職業病発生予防についての実例が報告さ
れた。また，中小企業における危険な状態が会員より指
摘され，平野氏より小企業におけるベンゾール(シンナ
ー)中毒の症例報告が追加された。
第 2席の本宮建氏の公害に関するテーマは，太気汚染
と呼吸器症状との関連性についての野外作業についてで
あり，正確な診断技術を駆使して，集団検診の信頼度を
再検討したものである。特に，新工業地域として特殊な
地形および企業形態を認める富士市における呼吸器疾
患，ないしは症状の発生に関する分析的検討結果は，会
員に多大の感銘を与えた。 
5-1. 産業中毒(水銀・鉛・有機溶媒など)
平野英男(衛生)
産業における中毒は多様化されている。 Hg，Pbなど
の古典的な中毒， CO中毒をはじめとするガス中毒，有
機溶媒中毒等が毎年発生している。
これに対しての対策となると，作業環境改善，労働時
間の短縮，作業方法の改善などがなされているが，十分
な成果が上がっていない。
千葉県も農業県から工業県へと転換をはかつてから 
10余年になっている。労働基準法適用の事業所は615カ
所(昭和 44年度)で， 10人未満の事業所は 75%，10"， 
30人未満の事業所は 18%で， 大多数は中小規模のもの
である。中毒その他物質の毒性に関する知識を持つこと
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